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監 査 公 表

監査公表第 4号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第 6 項の規定

により、高知県知事から包括外部監査の結果に対する措置につい

て通知があったので、同項の規定により、次のとおり公表する。

平成26年 6 月 5 日

高知県監査委員

25高行管第284号

平成26年 2 月25日

高知県監査委員　様

高知県知事　尾﨑　正直

平成24年度包括外部監査の結果に基づく措置につい

て（通知）

平成25年 6 月28日付け高知県公報号外第35号監査公表第10号で

公表された包括外部監査の結果に基づき講じた措置について、地

方自治法第252条の38第 6 項の規定に基づき別紙のとおり通知し

ます。

別紙
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監査公表第 5号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第 9 項の規定によ

り、高知県知事等宛て報告を行ったところ、高知県教育委員会委

員長から措置結果について通知があったので、同条第12項の規定

により、次のとおり公表する。

平成26年 6 月 5 日

高知県監査委員

25高教政第1067号

平成26年 3 月25日

高知県監査委員　様

高知県教育委員会委員長

定期監査結果に基づく措置状況について

平成26年 2 月12日付け25高監報第13号で報告のありました定期

監査の結果について、下記のとおり措置しましたので、地方自治

法第199条第12項の規定により通知します。

記

指摘事項

機関名：幡多青少年の家

( 1 )　指摘事項

平成25年度において、幡多青少年の家の主催事業に係る参

加者負担金を現金で収納しているにもかかわらず、現金出納

簿を作成していなかった。

これは、出先機関の出納員の備えるべき帳簿について定め

た高知県会計規則（平成 4年高知県規則第 2号）第96条第 1

項第 4号の規定に反する不適正な事務処理である。

( 2 )　原因又は理由

幡多青少年の家で実施される主催事業（平成25年度11事

業）のうち、参加者負担金（傷害保険料、材料費）を伴う事

業（ 7月から12月までの 7事業）について、開催日当日に受

付にて参加者から参加者負担金を現金で徴収し、現金領収証

書を作成のうえ、納付書により金融機関で納付しています。

今回作成していなかったとして指摘を受けた現金出納簿に

ついては、参加者負担金の受け入れ時及び金融機関への納付

時に記帳するもので、昨年度までは適切に作成・記帳してお

りました。しかし、今回は現金出納簿の作成を失念していた

うえ、現金を受け入れる際及び金融機関への納付の際に同出

納簿に記録し、整理を行うという基本的な事務処理を怠って

いたものです。

なお、現金領収証書及び納付書については作成され、納付

が行われていました。

( 3 )　今後の対応

今後は、年度当初の段階で現金出納簿を作成するととも

に、年度当初の事務担当職員の話し合いの場等において、現

金の出納について正確に整理することが必要であるというこ

とについて、現金出納簿の作成を行うべき所属内の出納員

（チーフ）だけでなく、所属長を含めた所属内の事務担当職

員全員で情報を共有したうえ、実際の徴収及び納付時におい

て現金出納簿の記載状況を職員間で確認することにより、今

後このようなことがないよう適正な事務処理に努めます。

機関名：中村特別支援学校

( 1 )　指摘事項

平成24年度において、翌年度から設置する飲料用自動販売

機について、設置する事業者が負担すべき電源の取付工事費

34,230円を公費で支出していた。

これは、総務部管財課が平成25年 2 月19日の飲料用自動販

売機設置事業者を公募する公告において示した、飲料用自動

販売機の設置及び撤去に要する工事費、移転費等一切の費用

は設置事業者の負担とするという条件に反する不適正な事務

処理である。

( 2 )　原因又は理由

平成25年 1月、飲料用自動販売機の公募決定について事務

を担当する学校安全対策課担当者が、飲料用自動販売機の本

校設置予定場所を視察した際、学校から電源がない旨を伝え

たところ、別途予算令達するので要望をするように指示があ

りました。

学校は平成25年 1月10日付で予算要望し、平成25年 1月11

日付で学校安全対策課から予算令達があったため、飲料用自

動販売機が設置される 4月に先立ち、 3月中旬に電源設置工

事を行いました。その際、学校はこの設備が外部非常用電源

としても活用できると考えていたため、総務部管財課が平成

25年 2 月19日に飲料用自動販売機設置事業者を公募する公告

において示した、飲料用自動販売機の設置及び撤去に要する

工事費、移転費等一切の費用は、設置事業者の負担とすると

いう条件に、今回の工事が該当するとの認識がありませんで

した。また、予算令達した学校安全対策課もこのことに気付

きませんでした。

今回の指摘事項の原因は、関連する公告の条件とのチェッ

クが不十分であったために適正な執行が確保できなかったも

のです。

( 3 )　今後の対応

今後は、複数の職員によるチェックを行う体制を確立した

うえで、関連する法令等を確認しながら業務を進めるととも

に、同様の案件については、公募条件等について、主管課及

び関係課と相互に確認し事務処理を行うことで再発を防ぎま

す。

あわせて、日常の事務執行に関する確認など、より一層、

管理職員及び出納員等による指導の徹底や担当以外の書類に

目をとおすことによりそれぞれの事務処理能力の向上に努め

るなどして、チェック体制の強化を図り、適正な執行に努め

ます。

また、他の県立学校においても、同様の案件について起こ

り得ることなので、全県立学校に対して、校長会等におい

て、なお一層、適正な事務処理に努めるよう指導します。
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